
情報公開の促進

民間事業者選定手続の整備

対象施設の拡大

公務員の民間出向の円滑化

資金調達の環境整備

コンセッション方式の導入

義務付け・枠付けの見直し

ＰＦＩ手続の簡素化

地方公共団体への支援体制
の拡充

フィージビリティ・スタディ等早
期の段階からの事業形成に
対するインセンティブ付与

モデルプロジェクト

リスクの分析及びリスクマネジメント
についての考え方の整理の必要性

より透明性が高く民間の創意工夫が
生かせる入札プロセスの実現

要求水準の明確化

運営段階における課題に対する適
切な対応

他の官民連携手法とのノウハウの共
有、活用及び必要な調整の実施

地球温暖化防止への対応

ＶＦＭ評価についての継続的検討

ファイナンスについての検討

コンサルタントの役割の更なる向上
の必要性

官民双方がノウハウの共有化をは
かる効率的な仕組みの検討

プレーヤーの拡大の必要性

ＰＦＩの市場の拡大に向けた検討

災害対応その他現下の政策課題に
かかわる検討

重点的に検討し速やか
に措置を講ずべき課題

継続的に検討すべき
課題

「ＰＦＩ事業契約との関連における業務
要求水準書の基本的考え方」とりまと

め

「ＰＦＩ標準契約１（公用施設整備型・
サービス購入型版）」とりまとめ

「ＰＦＩ事業におけるリスクマネジメント
の在り方に関する調査報告書」公表

「ＰＦＩ、指定管理者制度、市場化テス
ト等の官民連携手法の効果的な活用

と適切な選定等について」公表

「ＰＦＩにおける地球温暖化防止への対
応」公表

平成２２年度税制改正において、ＢＯ
Ｔ事業で一定の要件を満たす者につ
いて、固定資産税等の課税標準を２
分の１とする特例措置を５年間延長

「ＶＦＭに関するガイドライン」改定

法改正により措置
（技術提案制度）

法改正により措置

法改正により措置
（民間提案制度）

地域主権２次一括
法を国会提出済

法改正により措置

今年度内に、多段
階選抜・競争的対
話方式につき検討

今年度内に、株式・
債権流動化につき

検討

小規模施設につい
て手続簡素化を検

討
ワンストップサービ
ス・専門家派遣制度

を実施

モデルプロジェクト
を選定し、実施

平成１９年度ＰＦＩ推進委員会報告
―真の意味の官民のパートナーシップ

（官民連携）実現に向けて― 中間的とりまとめ

（平成２２年５月２５日ＰＦＩ推進
委員会）

法改正により措置

法改正により措置

補助金、税制等の支援措置のイコー
ルフッティグの必要性

ＰＦＩ推進委員会報告書に関する工程表
ＰＦＩの事業規模については、2020年までの次
の11年間で、少なくとも２倍以上の事業規模

の拡大を目指す。

契約書等の標準化の推進

2013年度までに、ユ

ニバーサルテスティ
ングの導入に向け

た検討を行う

ユニバーサルテスティングの
導入

事業官庁（国土交
通省）において措置

「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイ
ドライン」、「モニタリングに関するガイ

ドライン」を公表

民間事業者の参入意欲の向
上
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